
農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

マーケティングと協同

協同組合と株式会社との間の垣根が低下しているといわれている。

このような見方は，協同組合が子会社をもち，企業で普及・確立した経営手法を取り入

れていることなどに着目している。これは，協同組合が何らかの形で株式会社形態のメリ

ットを取り込もうとしているという意味で，協同組合が株式会社に接近している，という

見方でもある。

また，欧米では組織形態に関係のないM&Aが繰り広げられ，その結果としてさまざま

な形の企業体が生み出されている。少なくとも，企業の買収手法からみて協同組合と株式

会社との違いはなくなっている。

このような垣根の低下は，制度面でも生じている。新しい会社法で多様化した法人形態

が認められたことは，そのひとつの例証であろう。株式会社＝資本結合体，協同組合＝人

的結合体という基本図式にまで変化が及んだのかどうかは別としても，両者間で組織とし

ての異同が分かりにくくなっていることは事実であろう。

協同組合と株式会社との間の垣根を低下させたものが，もうひとつある。それは，企業

の経営手法の変化であり，それに伴う経営の考え方の変化である。このようなものの代表

がマーケティングであろう。

そもそもマーケティングは，今ではロジスティックという言葉で示される「物流」を意

味していた。物流コストをいかに引き下げるか，そのための配送ルートと手段の組み合わ

せから最適なものを見つけ出すための手法であり，それを裏付ける実学であった。そのた

め，かつてのマーケティングは，販売管理という経営学の一分野の，ひとつの構成要素に

過ぎなかった。30年前のことである。

マーケティングの立場から，それまでの販売は生産者主導の販売（＝直線的販売）であ

る，といわれた。その考え方は「いいものを作れば売れる」であり，売れないのは消費者

に良さを理解させていないからだ，とされた。これに対してマーケティングは，消費者の

ニーズに即した販売，つまり消費者本位の考え方であった。これは「売れるものが良いも

のであり，それを作るのがメーカーの仕事」という考えにつながった。

その後，マーケティングは販売管理そして経営学そのものの中心概念になった。と同時

に，少なくとも表面上は，企業の顧客志向が強まった。この企業の顧客志向の強まりこそ

が，組合員の意向を重視する協同組合の行動様式に，企業を近づかせているのである。

ここで問われなければならないのは，企業の考え方が本当に変化したかどうか，である。

顧客志向の強まりの結果として収益至上主義が影を潜めたとはいえようが，一方で社会的

な役割をどこまで果たすべきか，そのコストを負担すべきかについての明確な答えはまだ

見いだせていないようである。農地法をめぐる議論と重なり合う形で，株式会社の農業参

入をめぐる議論が行われているが，消費者本位・利用者本位の観点からの議論が必要では

ないだろうか。

（（株）農林中金総合研究所専務取締役　田中久義・たなかひさよし）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

『調査と情報』などの調査研究論文や，『農林

漁業金融統計』から最新の統計データがこの

ホームページからご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2007年６月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・EUの農業政策と貿易政策

――国際経済秩序の変化とEU――

・スイス農業政策の対外適応と国内調整

――農政改革にかかる国民合意と96年の憲法改正――

・EUの直接支払制度の現状と課題

――政策デザインの多様化と分権に向かって――

・東アジア共同体構想と農業（2007/6）

【協同組合】

・多様な組合員の意思決定への参加

――独仏の協同組合の事例から――

・イタリアの信用協同組合銀行（BCC）

――組合員制度の変更と現在の状況――

・森林組合の事業・経営動向

――第19回森林組合アンケート調査結果から――

・漁協経営の現状と取組み

――第25回漁協信用事業アンケート調査結果から――

【組合金融】

・他業態の各金融商品に対する取組姿勢の変化とその特徴

――農協信用事業動向調査結果から――

【国内経済金融】

・収益力強化への基盤固めを示す大手金融グループの決算

・民営化「ゆうちょ銀行」の経営展開を考える

・中国労働金庫の多重債務問題への対応

・郵政民営化後の「実施計画」の内容について

【海外経済金融】

・米国サブプライム住宅ローン問題

――問題の特徴とその影響――

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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トピックス

2007～08年度経済見通し改訂（２次ＱＥ後）（2007/6/11）
今月の経済・金融情勢（2007年６月）
2007～08年度経済見通し（2007/5/21）
「調査と情報」の休刊について（お知らせ）（2007年３月）

「農林漁業金融統計2006年度版」掲載（2007年２月）
日本の農業・地域社会における農協の役割と将来展望
――最近の農協批判に応えて――

（「総研レポート」18調一No.3/2006年５月）


